
（平成28年度決算分）

栃木県元気ニコニコ室長「とちまるくん」



２ 財務書類の対象範囲

対象範囲の違いで３種類の財務書類があります。

① 一般会計等財務書類
一般会計 ＋ １０特別会計（公債管理、自動車取得税・自動車税納税証紙、馬頭最終処分場事業、

県営林事業、林業・木材産業改善資金貸付事業、地方独立行政法人県
立病院貸付金、母子父子寡婦福祉資金貸付事業、心身障害者扶養共済
事業、小規模企業者等設備資金貸付事業、就農支援資金貸付事業）

※流域下水道事業は、公営企業会計適用の集中取組期間（平成２７～３１年度）のため対象外となります。

なお、平成３２年度から公営企業会計を適用する予定です。

② 全体財務書類
① ＋ 地方公営企業会計（病院、電気、水道、工業用水道、用地造成、施設管理）

③ 連結財務書類
② ＋ 地方公共団体の関連団体（栃木県道路公社 栃木県土地開発公社 など25法人）

地方公共団体

一般会計 うち
公営企業会計

普通会計 地方公営事業会計

一部事務組合
地方三公社

地方独立行政法人
第三セクター 等

特別会計

①一般会計等財務書類

②全体財務書類

③連結財務書類

※

※地方独立行政法人
県立病院貸付金

１

○ 県では、県民に対し、より適切な説明責任を果たすことなどを目的として、従前から企業会計的
な手法を活用した財務書類を作成

○ 地方公共団体によって複数のモデルが存在していた財務書類について、国が「統一的な基準」を
示し、当該基準による財務書類の作成を要請

○ 地方公共団体の比較等を通じて財政状況の理解がより一層進むことを目指し、県では統一的な基
準による財務書類を作成
具体的な活用方法…現在、国において検討中であり、中長期的な傾向の分析や全国的な

趨勢との比較などについては、そうした検討の結果も踏まえ、
今後実施予定

１ はじめに



３ 貸借対照表（ＢＳ：Ｂａｌａｎｃｅ Ｓｈｅｅｔ） ～一般会計等～

県の資産総額は１兆７，３０９億円で、負債は１兆３，２７７億円、純資産は４，０３２億円と
なっています。資産についてはそのほとんどが庁舎、学校、道路等の有形固定資産１兆５，１２１億
円であり、負債については地方債が１兆１，０９８億円、退職手当引当金などの引当金が２，１６５
億円と大部分を占めています。

資産の部

１ 固定資産
１兆６，９５６億円

・庁舎、学校、道路等の
有形固定資産

１兆５，１２１億円
・ソフトウェア、権利等の
無形固定資産

５億円
・基金、長期貸付金等の
投資その他の資産

１，８３０億円
２ 流動資産

３５３億円
・現金預金

１１６億円
・貸付金、未収金等の
短期債権 他

２３７億円

計 １兆７，３０９億円

純資産の部
純資産＝資産－負債

４，０３２億円

純資産は４，０３２億円であり、債務超過の状況にはなっ
ていません。
前年度末（開始時）に比べ、資産は基金の取り崩し等によ

り、１１０億円の減であり、負債は退職手当引当金の減少等
により、４８億円の減となっています。

貸借対照表…年度末時点での資産や負債などのストック（蓄積）情報を表すもの
資 産…庁舎、学校、道路などの財産で、県民サービスを提供するために必要なもの
負 債…資産を形成するために掛かった費用のうち、地方債、引当金など今後負担が生じるもの
純資産…資産から負債を引いたもの

※ 臨時財政対策債（臨財債）について
臨時財政対策債は、国から地方公共団体に配分する地方交付税が足りないため、その
不足する金額の一部を、いったん地方公共団体で借り入れをして賄う県債のことであり、貸
借対照表上では負債に計上されます。
なお、償還する際の財源は、全額、地方交付税で補てんすることとされています。

２

資産
８７万円

負債
６７万円

純資産
２０万円

平成29年３月末の栃木県人口1,987,698人で
資産、負債、純資産を除して算出しています。

【県民一人当たりの貸借対照表】

前年度末
（開始時）

前年度末
（開始時）

平成２８年度末

計
１７，４１９

計
１３，３２５

計
４，０９４

▲１１０ ▲４８

▲６２

固定資産
１７，０１２

流動資産
４０７

固定負債
１１，５４９

流動負債
１，７７６

（１）貸借対照表とは

（２）栃木県の状況

（３）ＰＯＩＮＴ

負債の部

１ 固定負債
翌々年度以降に支払い予定の
地方債、引当金等

１兆１，４８３億円
２ 流動負債
１年以内に支払い予定の
地方債、引当金等

１，７９４億円

計 １兆３，２７７億円

うち臨時財政対策債

５，３３５億円※



費 用
３０万円

収 益
２万円

純行政
コスト
２８万円

平成29年３月末の栃木県人口1,987,698人で
費用、収益、純行政コストを除して算出しています。

４ 行政コスト計算書（ＰＬ：Ｐｒｏｆｉｔ ａｎｄ Ｌｏｓｓ ｓｔａｔｅｍｅｎｔ） ～一般会計等～

費用は、５，９６７億円、収益は３０３億円で、費用と収益の差である純行政コストは５，６６４
億円です。費用のうち、大きな割合を占めているものとしては、教職員や警察官などを含めた人件費
３７．４％、市町村への補助金等３１．７％が挙げられます。

費 用

１ 経常費用 ５，８１７億円

（１） 業務費用 ３，７２８億円
・ 人件費 ２，２３４億円

うち教育 １，４９６億円
うち知事部局 ４０９億円
うち警察 ３２９億円

・ 物件費 ６２７億円
・ 減価償却費 ２９０億円
・ その他 ５７７億円

（２） 移転費用 ２，０８９億円
・ 補助金等 １，８８９億円
・ その他 ２００億円

２ 臨時損失 １５０億円

計５，９６７億円
（５，９１５億円）

収 益
１ 経常収益 ３０２億円
・ 使用料及び手数料 １０９億円
・ その他 １９３億円
２ 臨時利益 １億円

計３０３億円（１２９億円）

純行政コスト

純行政コスト＝費用－収益

計５，６６４億円
（５，７８６億円）

【県民一人当たりの行政コスト計算書】

行政コスト計算書…行政サービス提供にかかったコスト（消費的経費）から、受益者負担分など
（収益）を差し引いた後の純行政コストを示すもの

費 用…県の行政サービスの提供のために要するもの
収 益…受益者からいただいた手数料などのもの
純行政コスト…費用から収益を引いたもの

３

費用のほとんどは税金
などで賄われているん
だね。

県の行政サービスに要する費用の大部分は、県税や地方交付税により賄われています。

（３）ＰＯＩＮＴ

（１）行政コスト計算書とは

（２）栃木県の状況

平成２８年度中
（ ）‥【参考】総務省方式改訂モデルによる平成27年度決算



純資産残高は、前年度末（開始時）に比べ６２億円減の４，０３２億円となっています。

前年度末（開始時）純資産残高 ４，０９４億円

平成２８年度中の変動額 ▲６２億円

・ 純行政コスト ▲５，６６４億円
・ 財源 ５，６０３億円

税収等 ４，６６６億円
国庫補助金 ９３７億円

・ その他 ▲１億円

年度末純資産残高 ４，０３２億円

減少要因
純行政コストに
対して、受益者
負担以外の財
源によりどの程
度賄われてい
るか把握

５ 純資産変動計算書（ＮＷ：Ｎｅｔ Ｗｏｒｔｈ ｓｔａｔｅｍｅｎｔ） ～一般会計等～

平成２８年度末の現金預金残高は１１６億円であり、前年度末（開始時）に比べ６４億円、率にし
て３５．６％の減となっています。

前年度末（開始時）現金預金残高 １８０億円 （資金残高 １６４億円）

平成２８年度中の資金収支額
（収入） （支出）

・ 業務活動収支 ７７億円

・ 投資活動収支 ▲１４５億円

・ 財務活動収支 ６億円

年度末現金預金残高 １１６億円 （資金残高 １０２億円）

純資産変動計算書…貸借対照表の純資産がどのような要因で増減したかを示すもの

資金収支計算書…様々な取引を３つの主要な活動に分けて資金の収支状況を示すもの
業務活動収支…行政サービスの提供に伴うもの
投資活動収支…資産の形成や貸付金等に伴うもの
財務活動収支…県債の発行や返済等に伴うもの

増加要因

４

歳計外
現金
増減額

▲２億円

業務活動の現金ベースの収支は７７億円のプラスですが、減価償却費や各種引当金などの現金以外
の動きも加味した純資産の変動は６２億円のマイナスとなっており、資産を取り崩して賄いました。
一方、投資活動と財務活動などを含めた現金ベースの収支は６４億円のマイナスとなり、前年度末

現金預金残高から取り崩しました。

県税 人件費、物件費
国庫補助金 補助金
使用料など 災害復旧費など

国庫補助金 固定資産形成
貸付金回収など 貸付金など

地方債発行など 地方債償還

（１）純資産変動計算書とは

（２）栃木県の状況

６ 資金収支計算書（ＣＦ：Ｃａｓｈ Ｆｌｏｗ ｓｔａｔｅｍｅｎｔ） ～一般会計等～

ＰＯＩＮＴ

（１）資金収支計算書とは

（２）栃木県の状況

計 ▲６４億円



７ 全体財務書類（貸借対照表）

一般会計等に６公営企業会計を加えた県全体の資産総額は１兆７，９２０億円であり、一般会計等
と比較すると１．０４倍の規模となっています。

資産の部

１ 固定資産
１兆７，３７６億円

２ 流動資産
５４４億円

計 １兆７，９２０億円

負債の部

１ 固定負債
１兆１，８４１億円

２ 流動負債
１，８３７億円

計 １兆３，６７８億円

純資産の部

計 ４，２４２億円

８ 連結財務書類（貸借対照表）

県全体の会計に一部事務組合、地方三公社、地方独立行政法人、出資比率２５％以上の第三セク
ター等２０法人の合計２５法人を加えた連結会計の資産総額は１兆８，５６２億円であり、一般会計
等と比較すると１．０７倍、県全体の会計と比較すると１．０４倍の規模となっています。

資産の部

１ 固定資産
１兆７，７４６億円

２ 流動資産
８１６億円

計 １兆８，５６２億円

負債の部

１ 固定負債
１兆２，０５２億円

２ 流動負債
１，９００億円

計 １兆３，９５２億円

純資産の部

計 ４，６１０億円

５

栃木県の状況

栃木県の状況



（参考１） 財務書類とは

「財務書類」は以下の４表とそれらに関連する事項の附属明細書で構成され、財務状況を明らかにし
ております。

（参考２） 統一的な基準の導入による主な変更点

区 分 主 な 変 更 点

財務書類の作成方法

☞発生主義・複式簿記の採用による「コスト情報・ストック情報の見える化」

資産計上の方法 平成２７年度末資産残高

・統一的な基準による資産‥１兆７，４１９億円
・総務省方式改訂モデルによる資産‥３兆２，７３７億円
〔基準変更による資産残高影響額▲１兆５，３１８億円〕

【主な変更点】

・貸借対照表
資産から所有権のないものを控除等
（例）一般国道、一級河川、農業関連施設、林道 等

☞資産評価の精緻化による「精度の高い財務書類の作成」

貸借対照表（ＢＳ） 行政コスト計算書（ＰＬ） 純資産変動計算書（ＮＷ） 資金収支計算書（ＣＦ）

前年度末残高

純行政コスト
財 源
そ の 他

本年度末残高

前年度末残高

業務活動収支
投資活動収支
財務活動収支

本年度末残高

資 産 負 債 収 益
（経常収益）
（臨時利益）

費 用
（経常費用）
（臨時損失）

純行政
コスト

純行政コスト

本年度末残高

（うち現金預金）

本年度末残高

純資産

今回
（統一基準）

決算の歳入・歳出データを個々に複式仕訳
（取引を貸方・借方に分けて二面的に記帳）

従前
（総務省方式改訂モデル）

決算統計データを活用

６

従前
（総務省方式改訂モデル）

今回
（統一基準）

決算統計で普通建設事業費として区分さ
れた経費の累計

固定資産台帳整備による積み上げ


